
 1

        平成１２年３月期平成１２年３月期平成１２年３月期平成１２年３月期            中中中中    間間間間    決決決決    算算算算    短短短短    信信信信                                                                平成１１年１０月２７日 

                                                                 

  上  場  会  社  名   日本精工株式会社日本精工株式会社日本精工株式会社日本精工株式会社                    上場取引所（所属部） 東証、大証、名証 各１部 
  コ  ー  ド  番  号    ６４７１ 
  本  社  所  在  地    東京都品川区大崎一丁目６番３号 

  問 合 せ 先    責任者役職名    執行役員（経理部担当）                                 

                        氏        名     高橋克也          Ｔ Ｅ Ｌ （03）3779-7056          

  中間決算取締役会開催日    平成１１年１０月２７日          中間配当制度の有無    有 

  中間配当支払開始日    平成１１年１２月１０日 

                                                   

１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日） 

（１）経営成績          （百万円未満切り捨て） 

                 対前年中間期  

                増   減   率 

                対前年中間期  

                増   減   率 

                対前年中間期  

                増   減   率 
 

11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

            百万円       ％ 
  １６５，３７７（   １．７） 
  １６２，５６４（ △９．２） 

           百万円       ％ 
         ４２４（△８５．３） 
     ２，８９１（△６６．３） 

           百万円       ％ 
   △１，２２９（        ―） 
     ２，８９８（△５６．４） 

11 年３月期   ３２８，５０１      ３，００２      １，４６２ 

 

                       対前年中間期 

                      増   減   率 

１ 株 当 た り 

中間（当期）純利益 

 

 
11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

           百万円          ％ 
       △７８８ （        ―） 
     ２，３９８ （△５０．６） 

           円    銭 
       △１  ４０ 
         ４  ２５   

 
中 間 財 務 諸 表 作 成 基 準 
中 間 財 務 諸 表 作 成 基 準 

11 年３月期    △６，７１１      △１１  ９２  

  （注）                     11 年９月中間期   561,778,882 株 

      １．期中平均株式数     10 年９月中間期   563,937,279 株 

                             11 年３月期       563,210,260 株 

２．会計処理の方法の変更    該当事項なし 

３．11 年 9 月中間期及び 11 年 3 月期につきましては、税効果会計を適用しております。 

（２）配当状況 

 １ 株 当 た り １ 株 当 た り  

 中 間 配 当 金 年 間 配 当 金  
 

11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

          円    銭 
        ２  ５０ 
        ３  ００ 

 
 
 

 

11 年３月期          ５円５０銭  

（３）財政状態 

 総     資     産 株   主   資   本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 

11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

             百万円 
   ５４０，８８１ 
   ５５２，７１３ 

             百万円 
   ２２２，０４７ 
   ２３３，６７５ 

            ％ 
      ４１．１ 
      ４２．３ 

         円    銭 
    ３９５  ２６ 
    ４１４  ３６ 

11 年３月期    ５４２，６６５    ２２４，２３６       ４１．３     ３９９  １６ 

  （注）                             11 年９月中間期   561,780,829 株 

      １．期末発行済株式数           10 年９月中間期   563,942,938 株 

          （額面、１単位  1,000 株）  11 年３月期       561,774,988 株 

      ２．中間期末の有価証券の評価損益           ９１，８９８百万円 

３．中間期末のデリバテイブ取引の評価損益         １２１百万円 

 

中間（当期）純利益

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

会 計 処 理 基 準 
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２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） 

      

    期     末  
 百万円 百万円 百万円       円    銭       円    銭 
１２年３月期   ３４５，０００       ２，０００       １，５００      ２  ５０      ５  ００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  ２円６７銭 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

売 上 高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金 
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経営方針経営方針経営方針経営方針    
    
１．経営の基本方針 
  当社は、まず第一に、ワールドワイドに広がるユーザーの多様なニーズに対し、最高の信頼を寄せられるよ
うに技術力と展開力の総力を結集して応えてまいります。第二に、摩擦と潤滑を自在に制御するトライボロジ
ー技術の担い手として、豊かな社会と地球環境の負荷の軽減に貢献してまいります。第三に、世界各地に広が
る生産拠点が、それぞれの地域社会で良き企業市民になることを目指しております。この三つの方針を通し、
21 世紀に国際的に評価される優良企業の仲間入りをしたいと考えております。 

 
２． 利益配分の基本方針 
   当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきましては、安定

的な配当を継続実施していくことを基本とし、業績水準、配当性向等を総合的に勘案して決定していきたいと
考えております。当期の中間配当金につきましては、大幅な減益の状況並びに今後の収益体質の改善見通し等
を勘案いたしまして、一株につき 2円 50 銭とさせていただきます。 

 
３．中長期的な経営戦略 

事業の選択と集中を図り、グローバルな視点からの事業提携の枠組み作りをし、戦略事業へ重点的な投資
を行ってまいります。 

 
４．コーポレートガバナンスの充実に関する施策 
  「経営の意思決定並びに監督機能」と「業務執行機能」の分離を行い、より効率的でかつ迅速な経営の推進
のため、取締役会の構成人数の最適化、執行役員制の導入、社外取締役の選任を今年 6月に実施しております。 

 
５． 対処すべき課題 

国内生産体制及び販売体制の再構築、調達コストの削減、棚卸資産の削減及び低利用資産の売却等の事業
構造改革を継続して、国内の収益体質を大幅に改善し、海外、特に欧州の事業基盤の再構築によって海外事業
の収益力を強化します。また、有利子負債の削減、年金財政の健全化等を推進するとともに、連結経営の時代
にふさわしいグループ経営の枠組みを作ってまいります。 

 
６．目標とする経営指標 
   安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重んじ、資産の効率性を追求するとともに、キャッシュフ

ローにも目を向け、株主資本利益率（ROE）の向上を目指してまいります。 
 
    

経営成績経営成績経営成績経営成績    
    
１．当上半期の概況 
 
   当上半期における我が国経済は、財政支出の拡大、減税、ゼロ金利、公的信用保証等の政府及び日銀の財政

金融政策によって、民間消費は前期の停滞から持ち直す様相が一部見受けられ、民間住宅投資は住宅減税の効
果から大幅な伸びとなるなど、足元では景気改善の動きが見られる展開となりました。一方、海外におきまし
ては、米国経済は、過熱気味の経済をどう軟着陸させるかが大きな課題となっておりますが、引き続き成長を
維持しております。欧州経済も年初以降、スローペースながらもようやく持ち直し傾向に転じてきております。
さらにアジア経済も国際金融機関等からの資金供与により輸出が拡大し、経常収支が大幅に改善し、韓国、ア
セアン地域を中心に急速に回復しつつあります。
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   このような内外情勢の下、国内売上高は 1,196 億 51 百万円、前年同期比 1.9％の増収、輸出売上高は 457

億 26 百万円、前年同期比 1.2％の増収となり、合計では 1,653 億 77 百万円と前年同期比 1.7％の増収となり
ました。 

 

  [軸受] 

   国内販売は前年同期比ほぼ横ばいと依然として低迷状態が続きました。輸出は、アジア向けが大幅に回復し
ましたが、欧米での在庫調整が影響し、軸受全体では、前年同期比で若干の減少となりました。 

 

  [自動車部品] 
   国内販売につきましては、国内自動車生産台数はほぼ横ばいとなりましたが、電動パワーステアリングﾞ等

の新製品の伸びを反映して、前年同期比約４％の増収となりました。輸出は韓国向けのシートベルト、ドイツ
向けの電動パワーステアリングが大幅に伸び、約 44％の増収となり、全体でも 10％弱の増収となりました。 

 

  [精密機器他] 

   国内販売は、民間設備投資の低迷により工作機械向けは引き続き低調に推移しましたが、半導体製造装置向
け等の回復を反映して、前年同期比でほぼ横ばいに止まりました。輸出は、アジア向けが伸びましたものの、
欧米向けが減少し、前年同期比約 27％の減収となりました。 

 

  [電子応用製品] 

   国内、輸出向けともに、半導体関連向けのメガトルクモータが大幅に伸びたこともあり、全体で約 50％の
増収となりました。 

 
   収益面につきましては、設備投資の縮減、経費節減に取組むとともに、収益体質の改善に向けて事業構造改

革に取組み、購入原価の削減、希望退職の募集、シートベルト事業の分社化、有利子負債の削減等を実施して
まいりましたが、前年同期に比して、円高による輸出採算の悪化、新製品の立ち上がりコスト等により、経常
損失は12億29百万円となり、前年同期に比して大幅な減益となり赤字の止むなきに至りました。最終損益は、
希望退職に伴う費用、多摩川工場閉鎖による除却損等の事業構造改革に伴う特別損失を、低利用資産の売却、
株式の持ち合い解消等による有価証券の売却による特別利益で相殺いたしました結果、7 億 88 百万円の中間
純損失となりました。 

 
２．当下半期の見通し 
 
   当下半期の業績見通しにつきましては、国内では資本ストック、雇用の過剰感は依然として大きな問題とし

て残っており、消費、住宅投資及び設備投資にマイナスの影響が継続すると思われますものの、民間消費は萎
縮した消費マインドが改善し、自動車向けも新車販売効果等により増加が期待できるものと思われます。 

   一方、海外市場につきましては、堅調に推移している米国経済はインフレ及び株価下落のリスクがあり、急
減速する恐れがありますものの、欧州経済は足元での景況感は改善しており、内外需ともに穏やかな回復が見
込まれ、アジア経済も総じて回復が鮮明になってきており輸出の増加が期待されます。 

   以上のことから、現時点では、下半期の為替レートを 1ＵＳドル＝105 円と想定し、売上高 3,450 億円、経
常 利 益 20 億 円 を 予 想 し て お り 、 当 期 純 利 益 と し て 15 億 円 を 見 込 ん で お り ま す 。
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「コンピュータ西暦「コンピュータ西暦「コンピュータ西暦「コンピュータ西暦 2000200020002000 年問題」への対応状況等について年問題」への対応状況等について年問題」への対応状況等について年問題」への対応状況等について    

１． 対応状況等 

A. 取組み体制 
   当社は、当問題への全社的な取組体制として、1998 年 9 月、「2000 年対策委員会」を設置しました。

同委員会は、当社全体の当問題の対応につき調査・審議し、全社の統一した実行と方針の決定を行って
います。委員長には代表取締役専務が、副委員長には情報システム部門担当執行役員が就任しています。
また、同委員会は関係する部門の長を中心とした 14 名からなり、各委員を各部門の責任者とし、全体を
統括しております。さらに 1999 年 2 月には 2000 年問題対応の実行部隊として各事業所から選出された
60 名の「2000 年対策実行委員会」を設置し、より現場に近い体制で施策を行っております。 

B. 進捗状況 
   当社は、西暦 2000 年問題を、社内情報システム・全製品・生産設備等、企業活動全般にわたる経営上

の重要課題として認識し、その解決に向け、海外拠点や関係会社も含めて、全社的に取り組んでいます。
当社は、2000 年対策を必要とする製品・情報システム・生産設備等について、基本的に 1999 年 3 月で対
応が完了し、危機管理計画も 1999 年９月に作成を完了致しました。今後は万全を期する意味で年末へ向
け再検査・再確認を実施していく予定です。 
 

２． 対策費用 
   当社は、2000 年対策に必要な費用を約 2 億 50 百万円と見積もっています。このうち、当期までに 2 億１ 0

百万円を支出しております。また当社は、1997 年 4 月以降、主要な業務システム等の更新もしくは新規開発
で、総額 8 億円を超える投資を行っており、この中には、2000 年問題対策としての投資も含まれています。
これらを合わせますと、本問題のための十分な対策費用を計上し、すでにかなりの部分を執行済みであるとい
えます。当社では、今後も十分な要員を配置して、上記対策を実施していきます。 

３． 危機管理計画（コンティンジェンシープラン） 
   当社は、全ての 2000 年問題対応策の実行とその確認・テストを行うことを前提として、対策を推進してい

ますが、さまざまな不測の事態が発生することがあり得るため、危機管理計画（コンティンジェンシープラン）
を策定し社内の体制を確立しています。スケジュールとしては 1999 年 3 月に基本的方針の策定を行い、最終
的には 1999 年９月に危機管理計画を完成致しました。年末年始は対策本部と緊急連絡網を確立し万全を期す
計画です。
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（参  考） 

製 品 別 売 上 高 
（単位  百万円） 

 当 中 間 期 
(11.4.1～11.9.30) 

前年中間期 
(10.4.1～10.9.30) 

                    
                    

前 期 
(10.4.1～11.3.31) 

 
 機 械 部 品 等 

            
160,415 
 

      % 
   97.0 

            
  159,254 

      % 
   98.0 

           
   1,160 

      % 
    0.7 

            
320,797 
 

      % 
   97.7 

    軸 受 
    自動車部品 
    精密機器他 
 
 電子応用製品 

   94,419 
   52,686 
   13,310 
 
    4,962 

   57.1 
   31.9 
    8.0 
 
3. 0 

   95,910 
   47,966 
   15,378 
 
    3,310 

   59.0 
   29.5 
    9.5 
 
    2.0 

 △1,492 
   4,720 
 △2,068 
 
   1,652 

  △1.6 
    9.8 
 △13.4 
 
   49.9 

190,487 
102,401 
   27,909 
 
    7,704 

   58.0 
   31.2 
    8.5 
 
    2.3 

 
 売 上 高 計 

            
165,377 

          
  100.0 

 
  162,564 

 
  100.0 

           
   2,812 

 
    1.7 

 
  328,501 

 
  100.0 

 （うち、輸 出）   (45,726)  ( 27.6)  ( 45,168)  ( 27.8)   (  558)   ( 1.2)  ( 89,230)  ( 27.2) 

 

 
（輸出売上高）                                                         （単位  百万円） 
 当 中 間 期 

(11.4.1～11.9.30) 

前年中間期 
(10.4.1～10.9.30) 

                    
                    

前 期 
(10.4.1～11.3.31) 

 
 機 械 部 品 等 

 
   44,023 

    % 
   27.4 

 
   43,995 

    % 
   27.6 

 
      28 

   % 
    0.1 

 
   86,289 

    % 
   26.9 

    軸 受 
    自動車部品 
    精密機器他 
 
 電子応用製品 

   28,224 
   10,161 
    5,638 
 
    1,703 

   29.9 
   19.3 
   42.4 
 
   34.3 

   29,179 
    7,077 
    7,739 
 
    1,173 

   30.4 
   14.8 
   50.3 
 
   35.4 

   △955 
   3,084 
△ 2,101 
 
     530 

  △3.3 
   43.6 
 △27.1 
 
   45.2 

   56,635 
   15,745 
   13,909 
 
    2,941 

   29.7 
   15.4 
   49.8 
 
   38.2 

 
 売 上 高 計 

 
   45,726 

 
   27.6 

 
   45,168 

 
   27.8 

 
     558 

 
    1.2 

 
   89,230 

 
   27.2 

(注) 輸出は世界全域にわたっており、輸出地域別割合は次のとおりであります。 
      当中間期:   アジア ４８％、  米州 ２５％、 欧州 ２７％ 
      前年中間期: アジア ３８％、  米州 ２９％、 欧州 ３３％       
      前期:       アジア ４１％、  米州 ２７％、 欧州 ３２％ 

差       額 

差       額 
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比  較  貸  借  対  照  表 

                                                                   （単位  百万円） 
 当 中 間 期 

(平成 11 年 9 月 30 日) 

前年中間期 
(平成 10 年 9 月 30 日） 

前 期 
(平成 11 年 3 月 31 日）

 （ 資 産 の 部 ） 
  流    動    資    産 

 
   ３００，２２４ 

 
   ３１４，８４６ 

 
   ２９７，８１２ 

   現 金 及 び 預 金 
   受 取 手 形 
   売 掛 金 
   有 価 証 券 
   自 己 株 式 
   棚 卸 資 産 
   未 収 入 金 
   繰  延  税  金  資  産 
   そ の 他 の流動資産 
   貸  倒  引  当  金 
 
  固    定    資    産 

       ２，２５５ 
     １２，１２７ 
   １０２，４７８ 
   １１６，８４５ 
               ３ 
     ４０，３２３ 
     １４，９８１ 
       １，８９３ 
       ９，９２７ 
         △６１２ 
 
   ２４０，６５６ 

     １８，９１７ 
     １２，６６６ 
   １０７，７０４ 
   １１２，２９４ 
               ０ 
     ４５，３２１ 
     １０，４１４ 
               ― 
       ８，３１１ 
         △７８４  
 
   ２３７，８６７ 

       ９，４１０ 
     １１，２３３ 
   １０４，９４０ 
   １０４，０９１ 
               １ 
     ４４，２３３ 
     １３，０４７ 
           ４０１ 
     １１，２３２ 
         △７７９ 
 
   ２４４，８５２ 

 
  有  形  固  定  資  産  

 
     ９９，６５７ 

 
   １０６，８７９ 

 
   １０４，９８７ 

   建 物 及 び 構 築 物 
   機 械 装 置 
   車 両 運 搬 具 
   工 具 器 具 備 品 
   土         地 
   建 設 仮 勘 定 

 
  無  形  固  定  資  産  

     ３０，９２３ 
     ４７，２３７ 
           ３９０ 
       ２，９７２ 
     １４，７９８ 
       ３，３３４ 
 
       １，２２１ 

     ３３，７００ 
     ５０，４０２ 
           ２２８ 
       ４，０７４ 
     １４，４１２ 
       ４，０６１ 
                   
       １，２６１ 

     ３２，４６７ 
     ４８，９６２ 
           ４２６ 
       ３，８３１ 
     １４，５３１ 
       ４，７６８ 
 
       １，２１０ 

 
  投 資 等 

 
   １３９，７７８ 

 
   １２９，７２６ 

 
   １３８，６５４ 

   投 資 有 価 証 券 
   子 会 社 株 式 
   長 期 貸 付 金 
   繰  延  税  金  資  産 
   そ の 他 の 投 資 等 
   貸 倒 引 当 金 
 

       ６，２６６ 
   １１９，６０５ 
       ２，２９５ 
       ７，４０５ 
       ５，１７１ 
         △９６６ 

       ７，２７７ 
   １１５，５５５ 
       ２，５１８ 
               ― 
       ５，３６５ 
         △９９１ 
 

       ７，４１０ 
   １１６，５１５ 
       ２，７２４ 
       ７，７４５ 
       ５，２３２ 
         △９７５ 
 

   資  産  合  計    ５４０，８８１    ５５２，７１３    ５４２，６６５ 

科            目 
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                                                                             （単位  百万円） 
 当 中 間 期 

（平成 11 年 9 月 30 日） 

前年中間期 
（平成 10 年 9 月 30 日） 

前 期 
（平成 11 年 3 月 31 日） 

（ 負 債 の 部 ） 
  流    動    負    債      

 
   １５３，２０７ 

 
   １５３，９１１ 

 
   １４２，８５９ 

   支 払 手 形 
   買 掛 金 
   短 期 借 入 金 
   社 債 
   転     換     社    債 
   未 払 金 
   未 払 法 人 税 等 
   未 払 事 業 税 等 
   未 払 費 用 
   その他の流動負債 
 
  固    定    負    債      

     ２６，４７６ 
     ５１，５４２ 
     ４５，５４５ 
     １０，０００ 
               ７ 
       ６，１１２ 
             ８５ 
               ― 
     １２，１８８ 
       １，２４９ 
 
   １６５，６２６ 

     ２９，１１４ 
     ４６，０２８ 
     ４０，３９２ 
               ― 
     １９，７８６ 
       ２，９５７ 
           ２３０ 
           ４３５ 
     １４，１０４ 
           ８６２ 
 
   １６５，１２６ 

     ２７，４００ 
     ４８，１３４ 
     ４１，３８５ 
     １０，０００ 
               ８ 
       ２，６８９ 
             ６８ 
               ― 
     １２，３０１ 
           ８７０ 
 
   １７５，５６９ 

   社 債   
   転 換 社 債   
   長 期 借 入 金   
   長 期 前 受 収 益   
   適格退職年金過去勤務債務 
   退 職 給 与 引 当 金   
   役員退職慰労引当金   
   その他の固定負債   
 

   １１０，０００ 
     １７，２８３ 
     １４，３００ 
               ９ 
     １２，７２０ 
     １０，５７３ 
           ３６６ 
           ３７３ 
 

   １１０，０００ 
     １８，２９４ 
     ２３，１０５ 
             ６４ 
               ― 
     １２，５８６ 
           ６８９ 
           ３８６ 
 

   １１０，０００ 
     １７，２８５ 
     ２１，０８２ 
             ３６ 
     １３，４６６ 
     １２，５４２ 
           ７７５ 
           ３７９ 

負 債 合 計          ３１８，８３４    ３１９，０３７    ３１８，４２８ 
（ 資 本 の 部 ） 
  資 本 金         

 
     ６７，１６４ 

 
     ６７，１４３ 

 
     ６７，１６２ 

 
  法 定 準 備 金         

 
     ９１，９８２ 

 
     ９２，６４２ 

 
     ９１，８３０ 

   資 本 準 備 金   
   利 益 準 備 金   

 
  剰 余 金         

     ８２，３４８ 
       ９，６３３ 
 
     ６２，８９９ 

     ８３，３２８ 
       ９，３１４ 
 
     ７３，８８９ 

     ８２，３４７ 
       ９，４８３ 
 
     ６５，２４２ 

   任   意   積   立   金 
   中間(当期)未処分利益   
  （うち中間(当期)純利益） 

     ６１，９８２ 
           ９１７ 
       ( △７８８) 
 

     ６７，４４０ 
       ６，４４９ 
   （  ２，３９８） 
 

     ６６，３７０ 
     △１，１２７ 
  （ △６，７１１） 
 

資 本 合 計    ２２２，０４７    ２３３，６７５    ２２４，２３６ 
負 債及び資本合計    ５４０，８８１    ５５２，７１３    ５４２，６６５ 

 

科            目 
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比  較  損  益  計  算  書 

                                                                                                          （単位  百万円） 

 

科 目 

当 中 間 期 
(平成 11年 4月 1日～平成 11年 9月 30 日)

 

前年中間期 
(平成 10年 4月 1日～平成 10年 9月 30 日)

 

前 期 
(平成 10年 4月 1日～平成 11年 3月 31 日)

 
 金     額 比    率 金     額 比    率 金     額 比    率 
（経 常 損 益 の 部） 
  営 業 損 益 の 部 
    売 上 高 
    売   上   原   価 
    販売費及び一般管理費 
    営   業   利   益 

 
 
    １６５，３７７ 
    １４４，１５６ 
      ２０，７９７ 
            ４２４ 

    ％ 
 
  100.0 
   87.1 
   12.6 
    0.3 

 
 
    １６２，５６４ 
    １３７，９４０ 
      ２１，７３２ 
        ２，８９１ 

    ％ 
 
  100.0 
   84.9 
   13.3 
    1.8 

 
 
    ３２８，５０１ 
    ２８３，１６０ 
      ４２，３３７ 
        ３，００２ 

     ％ 
 
  100.0 
   86.2 
   12.9 
    0.9 

 

  営 業 外 損 益 の 部 
    営 業 外 収 益 

 

 
        ３，０５３ 

 

 
    1.8 

 

 
        ４，８２４ 

 

 
    3.0 

 

 
        ８，４５０ 

 

 
    2.5 

      受取利息及び配当金  
      雑           益  

 

    営 業 外 費 用 

        ２，１５４ 
            ８９８ 

 

        ４，７０６ 

    1.3 
    0.5 

 

    2.8 

        ２，７１７ 
        ２，１０６ 

 

        ４，８１７ 

    1.7 
    1.3 

 

    3.0 

        ４，００１ 
        ４，４４９ 

 

        ９，９９０ 

    1.2 
    1.3 

 

    3.0 
      支払利息及び割引料   
      雑           損  

 

  経    常    利    益  

        ２，７６７ 
        １，９３９ 

 

      △１，２２９ 

    1.7 
    1.1 

 

  △0.7 

        ３，２７４ 
        １，５４２ 

 

        ２，８９８ 

    2.0 
    1.0 

 

    1.8 

        ６，３４０ 
        ３，６５０ 

 

        １，４６２ 

    1.9 
    1.1 

 

    0.4 

 

 （特 別 損 益 の 部） 

 特  別  利  益 

      固定資産売却益 

      有価証券売却益 

 

  特    別    損    失 

     有 価 証 券 評 価 損 

     希 望 退 職 関 連 費 用 

     事 業 構 造 改 善 費 用 

      適格退職年金過去勤務費用 
 
  税引前中間(当期)純利益  

 

 

      １２，７７６ 

        ５，９２７ 

        ６，８４９ 

 

      １３，２６５ 

            ４７２ 

      １０，４２３ 

        ２，３６９ 

               － 
 
      △１，７１７ 

 

 

    7.7 

    3.6 

    4.1 

 

    8.0 

    0.3 

    6.3 

    1.4 

     － 
 
  △1.0 

 

 

               － 

               － 

               － 

 

               － 

               － 

               － 

               － 

               － 
 
        ２，８９８ 

 

 

     － 

     － 

     － 

 

     － 

     － 

     － 

     － 

     － 
 
    1.8 

 

 

        ２，６５５ 

        ２，６５５ 

               － 

 

      １６，５７９ 

        ３，６７６ 

               － 

            ４４１ 

      １２，４６１ 
 
    △１２，４６０ 

 

 

    0.8 

    0.8 

     － 

 

    5.0 

    1.1 

     － 

    0.1 

    3.8 
 
  △3.8 

 

     法人税、住民税及び事業税    
     法 人 税 及 び 住 民 税 

     法 人 税 等 調 整 額 

 中間（当期）純利益 

 

            ２２３ 
               － 

      △１，１５２ 

          △７８８ 

 

    0.1 
     － 

  △0.6 

  △0.5 

 

               － 
            ５００ 

               － 

        ２，３９８ 

 

     － 
    0.3 

     － 

    1.5 

 

              ７１ 
               － 

      △５，８２１ 

      △６，７１１ 

 

    0.0 
     － 

  △1.8 

  △2.0 

 

 前 期 繰 越 利 益  
 中 間 配 当 額  
 利益準備金積立額  
 過年度税効果調整額 
 税効果会計適用に伴う 
       積立金等取崩額 

 中間（当期）未処分利益 

 

        １，７０６ 
               － 
               － 
               － 

               － 
 
            ９１７ 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

        ４，０５０ 
               － 
               － 
               － 

               － 
 
        ６，４４９ 

 

 
 
 
 
 
 

 

        ４，０５０ 
        １，６９１ 
            １６９ 
        ２，３２４ 

        １，０６９ 
 
      △１，１２７ 
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中間財務諸表作成の基本となる事項 

 

１．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続と異なる事項 

(1) 退職給与引当金繰入額は、当該事業年度見積額を期間按分して計上しております。 

(2) 役員退職慰労引当金繰入額は、当該事業年度見積額を期間按分して計上しております。 

(3) 減価償却費は、中間会計期間に在籍した固定資産に係る事業年度の減価償却見込額を期間に基づ 

    いて配分しております。 

(4) 法人税、住民税及び事業税については、当中間期における税引前中間利益を基礎として計算した 

    課税所得金額に法定税率を乗じた金額を計上しております。 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

 

３．棚卸資産以外の資産の評価基準で、原価基準以外の基準を採用しているもの 

有価証券のうち、取引所の相場のある株式については低価法（切り放し方式）を採用しております。 

 

４．有形固定資産の減価償却の方法 

法人税法に規定する定率法であります。 

      ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備     

      を除く。）については、定額法を採用しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６． 適格退職年金過去勤務費用の会計処理 

  確定時に処理する方法であります。 

  

７． 法人税等の会計処理 

  税効果会計を適用しております。 

  

８． 消費税等の会計処理 

税抜方式であります。 
 
 
（追 加 情 報） 
      事業税は、前年中間期においては「販売費及び一般管理費」に含めて表示しておりましたが、当中間期より

「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。これに伴い前年中間期と同一の基準によった場合
に比べ、経常損失及び税引前中間純損失は、それぞれ 31 百万円減少しております。 

      また、未払事業税については、前年中間期においては「未払事業税等」として表示しておりましたが、当中
間期より「未払法人税等」に含めて表示しており、その金額は 31 百万円であります。 
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注 記 事 項 

 

（貸借対照表の注記） 

                                         （当 中 間 期）      （前年中間期）      （前 期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額      ２５０，２７４百万円  ２５６，７６５百万円  ２６０，２５７百万円 

  

２．保      証     債     務    等        １２，６３４百万円      ６，４９８百万円    １１，８４９百万円 

 （前期末より保証類似行為を含めております） 

  

３．自 己 株 式 の 数          ４，４２５株              ４４６株          ２，６４７株     

 

４．転換社債の転換による新株発行額                  ３百万円              ４百万円            ４２百万円 

    転換社債の転換による資本組入額                  １百万円              ２百万円            ２１百万円 

 

５．自己株式買入消却 

    資本準備金による消却                              ―                    ―              ９９９百万円 

 

６．発 行 済 株 式 数 の 増 加 

    転換社債の転換による増加                ５千株                ９千株              ３９千株   

    自己株式の買入消却による減少                    ―                    ―          ２，１９８千株 

    

（リース取引の注記） 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

                                         （当 中 間 期）       （前年中間期）       （前 期）  

                                          工具器具備品等         工具器具備品等         工具器具備品等   

    ①取 得 価 額 相 当 額               ５，８２０百万円       ５，７１６百万円       ５，６４４百万円  

      減価償却累計額相当額               ３，１５１百万円       ２，５２１百万円       ２，７７５百万円 

      期 末 残 高 相 当 額               ２，６６８百万円       ３，１９５百万円       ２，８６８百万円 

 

    ②未経過リース料期末残高相当額 

                        １  年  内       １，２１６百万円       １，１８１百万円       １，１８４百万円 

                        １  年  超       １，４５２百万円       ２，０１３百万円       １，６８４百万円 

                        合      計       ２，６６８百万円       ３，１９５百万円       ２，８６８百万円 

 

    ③支払リース料（減価償却費相当額）       ６３７百万円           ６０９百万円       １，２４３百万円 

 

    ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

    ⑤リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未 

      経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
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有価証券及びデリバティブ取引に関する状況 
 
１． 有価証券の時価等 
 

               （単位 百万円） 

当中間期(平成11年9月30日現在) 前年中間期(平成10年9月30日現在) 前期(平成11年3月31日現在)

種    類 貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表

計上額 時価 評価損益 計上額 時価 評価損益 計上額 時価 評価損益

(1)流動資産に属するもの

株  式 71,276 158,474 87,197 79,340 98,556 19,215 78,367 132,400 54,032

債  券 1,069 972 △96 1,111 1,023 △87 994 909 △85

その他 3,286 3,189 △97 1,100 1,126 26 1,599 1,594 △4

小   計 75,633 162,636 87,003 81,552 100,706 19,154 80,961 134,904 53,943

(2)固定資産に属するもの

株  式 1,026 5,922 4,896 1,026 5,381 4,355 1,026 5,809 4,783

その他 399 398 0 1,150 814 △335 835 693 △142

小   計 1,425 6,321 4,895 2,176 6,195 4,019 1,861 6,503 4,641

  合       計 77,059 168,957 91,898 83,728 106,902 23,173 82,822 141,407 58,584

  

 

(注）１．時価の算定方法 

①  上   場    有    価    証   券   主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

②  店  頭  売  買  有  価  証  券   日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 

③  非上場の証券投資信託の受益証券   基準価格によっております。 

 

       ２．流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示しております。 

         なお、評価損益は次のとおりであります。 

                                                     当中間期     前年中間期       前  期 

                                                              O 百万円     △ O 百万円        0 百万円 

 

       ３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

          （流動資産に属するもの）                        当中間期     前年中間期       前  期 

           残存償還期間が１年以内の非上場債券等     1,000 百万円    6,373 百万円    2,000 百万円 

           クローズド期間内の証券投資信託の受益証券等    40,215 百万円   24,368 百万円   21,131 百万円 

          （固定資産に属するもの）  

           非 上 場 株 式 ・ 出 資 金   123,832 百万円  119,962 百万円  120,871 百万円 

           クローズド期間内の証券投資信託の受益証券等       614 百万円      693 百万円    1,193 百万円 
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２．デリバティブ取引の状況 
 
 

金利関連                                                                    （単位 百万円） 

区 当中間期(平成11年9月30日現在) 前年中間期(平成10年9月30日現在) 前期(平成11年3月31日現在)

種     類      契約額等      契約額等      契約額等

分 うち1年超 時価 評価損益 うち1年超 時価 評価損益 うち1年超 時価 評価損益

市

場 金利スワップ取引

取

引   受取固定・支払変動 23,760 20,000 1,804 1,804 23,760 23,760 2,358 2,358 23,760 23,760 1,383 1,383

以

外   支払固定・受取変動 21,500 21,500 △1,694 △1,694 21,500 21,500 △2,249 △2,249 21,500 21,500 △1,232 △1,232

の

取   受取固定・支払固定 5,000 5,000 11 11 5,000 5,000 18 18 5,000 5,000 14 14

引

  合    計 50,260 46,500 121 121 50,260 50,260 127 127 50,260 50,260 165 165  

 （注）時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額によっております。 
 
 


